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「海の論考」

 
日本にとっての海上交通の重要性～ホルムズ海峡危機と将来の台湾有事
における物資供給を考える 
公益財団法人笹川平和財団安全保障・日米グループ主任研究員 小林祐喜 
 
 

1． はじめに 

米国とイスラエルが 2026 年 2 月 28 日にイランへの武力攻撃を開始したことに端を発するホルムズ海峡危機の影
響が広がっている。日本は原油の 90%以上を中東に依存し、海峡の事実上の封鎖により、供給が滞っているためで
ある 1。原油は火力発電の燃料としての役割は低下しているものの、運輸の動力源、プラスチック製品の原料としての
役割は依然として大きく、ガソリン価格の高騰や生活必需品の値上げ、供給不安への懸念が渦巻いている。 

笹川平和財団安全保障・日米グループは「カーボン・ニュートラルと安全保障研究会」を設置し、化石燃料から脱
炭素電源への転換について、エネルギー安全保障、経済安全保障の視点で再評価する研究を展開している。今回
の危機を受け、本研究会は特別編として、日本郵船株式会社調査グループに講演を依頼し、海運に関する種々の
資料の提供を受けた。講演や資料の分析から、四方を海に囲まれた日本における海上交通の重要性をあらためて認
識することとなった。 

本稿ではまず、海運の基本事項を整理し、続いて原油や液化天然ガス（LNG）など重要資源輸送の現況や、
想定される台湾有事における海運の課題を分析する。最後に、日本が安定した物資供給の確立にどのように取り組
むべきかを考察する。 
 
2． 変わらない海運の重要性 

海上交通の確保は日本にとって昔も今も変わらない課題である。太平洋戦争開戦を間近に控えた 1940 年 9 月、
時の近衛文麿内閣は官公庁、陸海軍、日本郵船を含む民間の若手エリートで構成する「総力戦研究所」を設置し
た。模擬内閣を組織させ、日本が対米英戦に突入する場合、軍事力だけでなく、経済力や物資の輸送力などを加
えた総力戦をどれほど展開できるのかをシミュレーションさせることが目的だった。翌 41 年 8 月に導き出された結果は
「日本必敗」。東南アジアの油田をはじめとする資源地帯を武力制圧しても、日本の造船能力の倍に当たる年間
120 万トンの商船が米英に撃沈され、資源を十分に日本に輸送できず、開戦 3 年後には、実質的に海外からの物
資調達能力を喪失すると見込まれたためだった 2。日本はシミュレーション結果を十分に考慮することなく、41 年 12
月に米英との戦争に踏み切ったが、この模擬内閣の結論がそのまま現実となった。 

戦後、航空が発達したが、海上交通の地位は不動である。一度に大量に運搬できる船舶の優位は明らかで、現
在も世界の物流の 90%近くは船舶により輸送されている（図 1 参照）。 
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図 1：国際物流の運搬手段：輸送量（重量×距離＝トンキロ）ベース 
（ITF Transport Outlook 2017） 

 
出典：日本郵船株式会社ウェブページ「数字で見る海運の“底力”。世界貿易における圧倒的存在感」を参照に筆者作成。 

 

海上交通における主な貨物船の種類と海上輸送の品目別割合は表 1、図 2 の通りである。 
 

表 1：主な貨物船の種類 
貨物船の種類 主な運搬品目 サイズ（トン数） 

バルクキャリアー 
鉄鉱石、石炭、あるいは穀物、肥

料などばら積み 
2~30 万 

タンカー 原油 10～30 万 
LNG 船 LNG 最大 17 万 

コンテナ船 食料品、日用品、電化製品など 最大 23 万 5,000 
出典：図 1 に同じ 

 
図 2：海上輸送の品目別比率 

 
出典：図１に同じ 
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表1、図2を見るまでもなく、輸入品目は多岐にわたり、輸入先も世界に分布する。また貨物船の大型化が進み、

とりわけ、コンテナ船は全長、全幅、トン数の拡大が顕著で、最大級のコンテナ船は 24,000TEU（TEU は 20 フィ
ート：約 6 メートルのコンテナ換算）を超える 3。そのため、後述するように寄港できる港湾は限定される。 

こうした要因を考慮すると、特定の海域で紛争などの問題が生じる場合、 
1. 代替航路 
2. 代替調達先 
3. 代替寄港地 
の検討が必要になる。これらを踏まえ、現在のホルムズ海峡危機や台湾有事における海上交通、物資調達の確

保について考察する。 
 
3． ホルムズ海峡危機に見る原油、LNG の輸送 

米国エネルギー情報局（EIA）は 2025 年に報告書を公表し、2024 年にホルムズ海峡を通過した原油は日量
約 2,000 万バレル（1 バレルは約 159 リットル）で、世界の原油消費量の 20％に相当し、最も重要な原油の急
所と指摘している。報告書は合わせて、同海峡が閉鎖された場合、サウジアラビア・ヤンブー港へパイプラインで原油を
送り紅海を通るルート、アラブ首長国連邦（UAE）のフジャイラへのパイプライン輸送によりオマーン湾沿いを航行する
ルートを代替航路に挙げているが、輸送能力は限られ、その役割を十分に果たせないと結論づけている 4（図 3 参
照）。 

 
図 3：ホルムズ海峡封鎖で検討される代替航路 

 
出典：筆者作成 

 

日本もまた、上記代替航路が完全な解決策にならないことを実感している。そのため、米国など代替調達先が検
討されるが、中東産との油質の違いにより日本の精製施設がすぐに対応できない問題に突き当たる 5。その結果、原
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油から生成されるナフサ由来の製品、具体的には、ゴミ袋、食品包装などの日用品からタイルなどの住宅資材、さらに
は点滴用チューブなど医療品まで幅広く供給懸念が起きている 6。 

中東への過度な依存を日本が放置してきたわけではない。1970 年代の二度の石油危機を踏まえ、中国やインド
ネシアから新たに原油を輸入するなど調達先の多様化を進め、1987 年度には中東依存を 67.9％まで低下させた
7。しかし、アジアの国々が経済発展し、自国内への供給を優先すると、中東に回帰せざるを得なかった。 

対照的に、調達先の分散が進んでいるのが LNG である（表 2 参照）。豪州のほか、米国、アフリカからの輸入も
多く、中東依存度は 10%を超える程度である。 
 

表 2：2024 年の日本の LNG 主要輸入先 
国名 輸入量（トン） 1 トン当たり価格（円） 
豪州 25,139,832 116,084 

マレーシア 10,245,365 92,016 
米国 6,336,383 85,635 
ロシア 5,683,603 96,447 

パプアニューギニア 3,662,589 100,203 
オマーン 3,388,738 85,810 

インドネシア 3,127,017 100,326 
出典：財務省貿易統計を参考に著者作成。 

 
しかし、日本向けの LNG 輸送はホルムズ海峡の動向とは関係なく、すでに別の理由から代替航路の選択を余儀

なくされている。米国からの LNG 輸入は従来、パナマ運河を経由し、太平洋を横断するルートが多かったが、近年、
気候変動の影響などで同運河の水位が低下し通航が制限されている。そのため、いったん大西洋に出て、スエズ運
河、紅海を通るルートが採用された。ところが、このルートもイエメンの武装勢力フーシ派による船舶攻撃などで迂回し
なければならなくなり、結局、南アフリカの喜望峰を回って一か月以上かけて日本に運ばれている（図 4 参照）8。 
 
  



                
 

5 
 

「海の論考」

図 4：主な輸入先の LNG 輸送航路 

 
出典：筆者作成。 

 
また、豪州や東南アジア諸国からの調達は南シナ海やバシー海峡を通過する。現行の米国からの LNG 輸入も最終
的に同海域を通過するため、台湾有事が起これば、さらなる迂回が必要になる。航路が短く、将来にわたって有事と
ほとんど無縁と想定されるのは、2025 年 6 月に輸入が始まったカナダ LNG ぐらいである（図 4 の緑線参照）。 
 

4． 台湾有事を想定した海上交通の確保 

台湾有事における迂回の検討は、中国が海洋権益の確保と米軍の侵入阻止を目的として設定した第一列島線、
第二列島線のどの範囲まで影響が及ぶのかによる（図 5 参照）。台湾の海上封鎖にとどまる場合は、第一、第二
列島線の間にある海域は航行可能と想定される。一方、武力による台湾統一を図り、中国が第一列島線を大きく
超えて進出する場合は、グアム近辺まで迂回する必要が生じる。 
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図 5：中国が設定する第一列島線、および第二列島線 

 
出典：筆者作成。 

 
しかしながら、迂回、航海日数の延長による輸送コストの増加はそれほど大きくない。例えば、日本の LNG 輸入の

平均価格（2024 年 12 月現在）は 1MMBtu9（0.20~0.25 トン）当たり 11.97 ドルである 10。一方、現状
最も輸送日数を要する米国産でも輸送コストは 1MMBtu 当たり 0.9 ドル程度と見積もられ、LNG 本体価格の
10%にも満たない 11。台湾周辺で有事が勃発しても、ホルムズ海峡が正常化していれば、原油、LNG ともエネルギ
ー安全保障の定義である「エネルギーを途切れることなく受容可能な価格で利用できること（The uninterrupted 
availability of energy sources at an affordable price）」（国際エネルギー機関: IEA）12の実現は不可
能ではない。 

対照的にコンテナ輸送への影響は避けられない。先述した最大級のコンテナ船（24,000TEU、全長 400m 規
模）は港の水深やクレーンの高さ制限により、日本の港湾にはほとんど寄港できない 13。そのため近隣の国際ハブ港
を経由し、小型のコンテナ船に貨物を移して日本へ輸入、逆に輸出の場合は日本からいったん小型船で運び、大型
船に積み替える方式が定着している 14。ハブ港は表 3 の通りで、中国が世界の物流の中心であり、シンガポールや韓
国・釜山も世界有数の地位を築いている。日本は東京港がやっと 46 位にランクインするのが現状である。台湾有事
の際 

 
表 3：世界の港湾別コンテナ取扱量 

順位 港湾（国名） 取扱量（単位万 TEU） 
1 上海（中国） 4,915 
2 シンガポール 3,901 
3 寧波舟山（中国） 3,530 
4 深圳（中国） 2,988 
5 青島（中国） 2,877 
6 広州（中国） 2,541 
7 釜山（韓国） 2,303 
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出典：国土交通省「世界の港湾別コンテナ取扱個数ランキング」を参考に筆者作成 

には、当然中国の港湾を経由できず、中国の艦船が第一列島線を超える場合は釜山への寄港も困難になる可能
性が高い。シンガポール港も通常運営できるか予断を許さず、日本だけでなく、世界中の物流が混乱に陥るだろう。 

さらには、中国からの物資供給が完全に滞ると考えられる。レアアースをはじめ、中国に依存せざるを得ない資源、
部品は多岐にわたり、日本の社会経済活動の維持が困難を極めるのは間違いない。 
 
5． おわりに 

日本の海上交通の現状、将来に想定される危機を踏まえると、前半に紹介した「総力戦研究所」ではないが、現
場に携わる民間企業の知見を取り入れつつ、官民を挙げて海上交通、物資供給の確保に関するシミュレーションを
重ね、方策を具体化する努力が求められる。航路や物資調達先の多様化が不可欠だが、一朝一夕に解決できるも
のではない。コンテナ輸送は近隣のハブ港の動向に左右されやすい状況にある。打開に新たな知恵が欠かせない。レ
アアースなど社会経済活動に必要な資源は、特定の国、地域に過度に偏らない調達を地道に進め、危機への耐性
を高めなければならない。今般のホルムズ海峡危機を教訓に、強い意思で取り組むべきだろう。 
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